
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全国の地方自治体や議会の

優れた政策を集めて、表彰する

『第９回マニフェスト大賞』

（主催 マニフェスト大賞実行

委員会・共催 早稲田大学マニ

フェスト研究所、毎日新聞社）

が今年も 11 月 14 日、六本木

のアカデミーヒルズで開催さ

れ、自由民主党横浜市会議員団

が、議会部門の頂点である『マ

ニフェスト大賞グランプリ』を

受賞しました。  

４年前の横浜市会議員選挙

に向けて横浜自民党は、初めて

のローカルマニフェストを８

本の議員提案による条例の制

定というわかりやすいテーマ

で、市民に約束しました。その

後の４年間で次々と議員提案

条例が自民党主導で成立し、行

政からは制定された条例を踏

まえた政策が次々と打ち出さ

れるようになり、議会主導で政 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策が実現するスタイルが横浜

市では定着しつつあります。 

市長から現在提案されている

『横浜市中期４ヵ年計画』 

にも議員提案によって成立 

した条例の趣旨が多くの政 

策に取り入れられています。 

また、私たち自民党のマ 

ニフェストの影響か、公明 

党（市民協働条例）や民主 

党（落書き防止条例）から 

も議員提案による条例が提 

案され、自民党主導でもマ 

ニフェスト以外の条例（図書館

条例・議会基本条例・ゴミ持ち

去り禁止条例）が成立し、この

４年間で1３本もの議員提案条

例が成立することになります。

市長と議会が二元代表の両輪

として機能していということ

が、審査委員会で高く評価され

るとともに、横浜市会の取り組

みをひとつのモデルケースと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して、全国の地方議会でも取り

組むべきだと北川審査委員長

から提言がありました。 

３年間連続で実行委員長を

務めた黒川まさる横浜市議は、

横浜自民党マニフェストの作

成プロジェクトリーダーも務

めており、今後は横浜市政でマ

ニフェストサイクルを定着さ

せ、全国的にこの動きを広めた

いと語ってくれました。 

 

 

 

授賞式典の前日には、PHP

総研ホールで『マニフェスト大

賞プレゼン研修大会』が開催さ

れ、優秀賞を受賞した約 30 点

の政策が応募者自身によって

紹介され、参加者全員による投

票の上位３組が黒川まさる実

行委員長から表彰されました。 



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年末の横浜市会第４定例

会において、黒川まさる議員は

自民党を代表して議案関連の

質疑を林市長・岡田教育長・今

田教育委員長に対して行いま

した。『地方創生元年』といわ

れる中、全国の自治体に先駆け

た多くの重要な政策について、

骨太の議論が行われました。主

な質疑について要約をまとめ、

報告いたします。 

 

 

 

黒川市議（以下黒） 昨年 2 月

に制定された議会基本条例に

おいて、市長が策定する計画に

ついては議会の承認を必要と

することが明記され『横浜市中

期４ヵ年計画』は条例制定後初

めての適用案件となる。議会へ

の報告案件から議決案件にし

たこと、議員提案条例が次々と

成立する最近の議会の動きに

ついて市長の考えは。 

林市長（以下林）市長と議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

という市民から選ばれた両者

が二元代表として互いに責任

を持ち市民の負託に応えるこ

とが大切。骨太な戦略を議会と

共有し、みらいの横浜を共に創

造していきたい。議員提案条例

は地域の声を反映させた意義

深いものばかりで大いに評価

しており、『横浜市中期４ヵ年

計画』にも反映させている。 

 

 

 

（黒）家庭環境や発達障害、日

本語指導などの課題を抱え、授

業力の向上が期待される中で

経験が10年以下の教員が全体

の半数を超えているが対策は。 

（教育長）退職校長のサポート、

補助指導員、大学・福祉施設な

ど関係機関との連携で対応し、

実践力を鍛えていく。 

（黒）教育委員長と教育長が一

本化されて権限と情報が新教

育長に集中するが、教育委員の

会議が形骸化しないか。  

 

 

 

 

 

 

（教育長）教育長の責任が明確

になり、意思決定が早くなる。

責任の重さを自覚して自律的

に職責を果たして欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（黒）国際都市として自治体外

交の一元化や、経済案件・イベ

ント誘致などの判断のスピー

ド化を目指し４月から国際局

が設置される。その目的と、各

局でそれぞれ担ってきた国際

事業との役割分担は可能か。 

（林）経済や友好親善など国際

的な都市間連携は大切。国際局

は地域別に対応しつつ、課題ご

とに全庁的に対応していく。 

 

 

 

 

 

 

 

（黒）先端医療や地域の核とな

る総合病院から町の診療所や

クリニックまで総合的に医療

政策を進めるのは大切だが、地

域包括ケアや在宅医療を進め

ていくのに、福祉・保健は健康

福祉局、医療は医療局と２局に

分けて問題はないのか。 



（林）重要な課題と認識してい

る。両局の連携をしっかり図っ

て切れ目なく政策を進める。 

 

 

 

（黒）公の施設の運営を民間に

委ね、民間の創意工夫やコスト

ダウンの知恵で、地域に愛され

る施設となることが指定管理

者制度の目的。導入後 10 年を

経て、同じ団体が連続して管理

者となったり、単独応札で競争

性に欠ける例が多いが、新規参

入の促進や管理者の自由度を

高めるなど対策を取るべき。 

（林）利用者による運営状況調

査や管理期間の再検討、人員配

置の見直しなどを行う。魅力あ

るサービスや経費削減、長寿命

化の工夫などを管理者には強

く求めていく。 

 

 

 

（黒）３月で中央卸売市場とし

ての看板を下ろす南部市場だ

が、本場を補完する加工・配

送・流通機能として活用され、

賑わいエリアは観光・集客施設

が検討される。賃料は３年間減

額となるがその後の考え方は。

（林）これまでの南部市場には

敬意と感謝をしている。跡地の

活用は立地を生かした地域の

活性化を主眼に進める。３年目

以降はその時の状況を捉え柔

軟に再検討・判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（黒）最近の台風や爆弾低気圧

の集中豪雨は想定を超える雨

量で市内各地に甚大な被害を

もたらしている。金沢区は市内

で最も崖の危険地域が多く、河

川の氾濫も危惧される。崖崩れ

や河川の反乱に対する水害対

策は緊急の課題だが、神奈川県

からの権限や財源、治水技術の

移譲を積極的に求めるべき。

（林）県の急傾斜地崩壊対策事

業では区域指定や工事着手ま

で五年以上もかかる。河川は改

修工事が完了してから順次移

譲を受けるのでまだ半分以上

残っている。 

（黒）横浜市の河川や崖は横浜

市が一括管理すれば、スピーデ

ィーな対応ができる。権限・財

源・技術・人材が神奈川県から

移譲されればすぐに解決する。

こういう要求をしないと特別

自治市など出来ない。ホームペ

ージで閲覧出来る防災情報や 

 

 

 

 

 昨年春、新しい特別委員会の設置

にあたり、自民党の議員団会議で黒

川勝市議は、健康づくりやスポーツ

推進について調査研究する特別委員

会の設置を提案し、各党の賛同を得

て新委員会の設置が実現しました。 

 健康づくりにおいては、ウォーキ

ングポイント制度やがん撲滅条例に

よるがん検診率の向上策などが今後

成果を上げていくこととなります。 

スポーツ推進は、オリンピアンの

小学校訪問授業や、２５０００人参

加の横浜マラソンの市民マラソン・

フルマラソン化、プロスポーツの支 

映像はオープンデータ化して

民間で活用してもらうべきだ。 

（林）どちらも重要な課題なの

でしっかり調査・研究・検討し、

市民にとって最善の策を県や

国とも協議・要求していく。 

 

 

 

（黒）消費税 8%に伴う県の基

金を活用して12月の補正予算

で在宅医療拠点が２ヶ所から

10 ヶ所になる。高齢化に伴う

訪問医療・看護・介護は喫緊の

課題だが事業者・人材・設備な

ど対応は大丈夫なのか。 

（林）各区の医師会が既存の施

設を活用し万全の準備を整え

ている。ケアマネージャーの資

格を持つ経験豊富な看護師が

基本的に各拠点に２名ずつ配

置されることになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援などを議論しました。 

黒川まさる市議は「私も15 年ぶ

りに横浜マラソンではフルマラソン

に挑戦します。東京五輪ではトライ

アスロンの横浜開催が夢ですね。」と

語ってくれました。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

4 年前の統一地方選挙で、黒川勝市

議は横浜自民党のマニフェストだ

けでなく、自身のローカルマニフェ

ストも策定しました。金沢区民と約

束した５つの政策についての成果

の一部を抜粋し、報告いたします。 

 

《マニフェストの要約》小学校を地

域交流拠点として活用する。金沢区

内の全ての公立小学校を訪問し、課

題や問題点、成功事例などを議会の

質疑やホームページで紹介する。 

《４年間の成果》地域の歴史資産を

空き教室に保存・展示している大道

小学校の地域交流の取り組みを議会

で取り上げ、歴史博物館の協力で各

地の小学校で展開するべく予算化さ

れた。区内すべての小・中学校の訪

問レポートは、黒川市議のホームペ

ージで公開し、教育委員長以下多く

の教育関係者から注目され、区内の

校長先生の間でも話題になった。 

 

《マニフェストの要約》新たな大都

市制度を進めるとともに、市から区

への権限の移譲を推進する。 

《四年間の成果》大都市制度特別委

員会委員長として『特別自治市制度』

の実現に向けた道筋を開く。区作り

推進市会議員会議を報告会から正式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な会議に位置付け、予算・決算にあ

わせて実施、議事録を公開した。 

 

《マニフェストの要約》議員が自ら

条例を作成・提案できるまで議員の

政策立案力を高め、議会主導の政策

実現スタイルを確立する。 

《４年間の成果》黒川市議らが策定

した８本の条例制定を明記したマニ

フェストは全国的な評価を得た。８

つの条例制定プロジェクトチームの

議員が４年間かけてじっくり政策テ

ーマを学ぶ機会となった。自民党の

取り組みが刺激となって公明党・民

主党からも条例提案がなされ、横浜

市会の議員力は全体的に高まった。 

 

《マニフェストの要約》自ら取り組

んだ『中小企業振興基本条例』『地域

貢献企業認定制度』を中心に政策を

進め、市内中小企業を元気にする。

地域に根ざした元氣な市内企業を

40 社訪問しレポートを公開する。 

《４年間の成果》認定制度は入札の

参加資格要件となり認定企業は

300 社を超えた。条例に基づく政

策の成果は毎年各局から議会に報告

され PDCA サイクルが機能し始め

た。企業レポートは差し障りもあり、

公開はしていないが、積極的に企業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と交流は重ねている。区内では経産

省の研修センターや資生堂の研究施

設を地元企業が買収するなど先行投

資に積極的な中小企業が増えてきた。 

 

《マニフェストの要約》金沢区内の

観光・商業施設、交通インフラ、市

民団体、歴史資産、大学などをネッ

トワーク化して、全体を面として捉

えた観光振興を図る。 

《４年間の成果》鉄道、大学、経済

団体、区役所、観光施設・協会で締

結した『かなざわ八携協定』は金沢

区の魅力アップを目指した取り組み。

さらに輪を広げていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


